
電気用品安全法の解釈　－　対象非対象関係

　　　　　　　　　　　平成１４年１０月７日　製品安全課

商品名等
（電気用品名等）

監視カメラ用デジタルレコーダー

１　当該商品等の概要

○用途、機能、性能
　エレベーター内部の監視カメラの映像を、エレベーターの天井外側部等に設置し
た映像記録装置部分に送り、録画等を行うものである。
　パソコン等からの信号又はカメラ部に備え付けられたリモコン受光部による信
号を解析して、画像の記録制御を行う。動画、静止画のいずれも記録が可能である。

○構造、仕様、意匠
　コンピュータ用ハードディスクドライブ（ＨＤＤ）、コントロール回路、画像
処理回路、電源回路等を有する。
　入出力として、アナログビデオ信号端子、カメラコントロール用端子、イーサ
ネット用端子を備える。
　
○ 主な使用者、販売先
エレベーター関連会社、一般オフィス又は倉庫等の管理者、一般家庭でも使用可
能である。
いずれの場合も、有資格者による設置工事を前提としている。

２　対象・非対象の解釈

　特定電気用品以外の電気用品中、電子応用機械器具の「その他の音響機器」とし
て取り扱う。

（理由）
　本製品の画像記録装置部分は、一般のＨＤＤレコーダーと同等のものであり、単
独で、動画像、静止画像の記録機能を持つものである。また、一般家庭、一般オ
フィス、倉庫等において監視・管理用として使用が可能な製品であることから、「そ
の他の音響機器」として取り扱うのが妥当と判断する。
　ただし、産業用監視カメラによる映像記録専用のものは非対象として取り扱う。


